
部局名 事業名 細事業名 事業費 県費 事業概要（目的） 政策体系名

県土整
備部
県単水防事業
費

県単水防事業
費 541 541

水防計画の作成
水防資材の補給

防災・減災
対策を進め
る体制づくり

県土整
備部
建築基準法施
行費

被災建築物震
後対策事業費 1,326 1,326

○建築物応急対策
１ 応急危険度判定士養成事務
２ 応急危険度判定士の認定・登録事務
３ 応急危険度判定の普及啓発

防災・減災
対策を進め
る体制づくり

県土整
備部
建築基準法施
行費

建築物耐震対
策促進事業費 52,567 52,567

地震に対する建築物及びまちの安全を確保するため、以下の建築物に対
する補助を行う。
・耐震診断が義務付けられた大規模建築物等のうち、災害時に避難所として
活用される建築物等に対する耐震改修費。
・耐震診断を義務付けた緊急輸送道路等の沿道建築物に対する耐震診断
費、補強設計費及び耐震改修費等。

防災・減災
対策を進め
る体制づくり

県土整
備部 開発管理費

宅地耐震化推
進事業費 6,300 4,200

大地震時の被害が大きい大規模盛土造成地の滑動による住宅被害を軽
減するため、県内の大規模盛土造成地の変動予測調査を実施し、その結果
を公表することで、県民の崩落被害に関する理解を深め危険箇所の対策工
事につなげることにより、安全なまちづくりを推進する。

防災・減災
対策を進め
る体制づくり

県土整
備部
住まい安心支援
事業費

待ったなし！耐
震化プロジェクト 98,726 85,826

倒壊の可能性が高い昭和56年以前に着工された木造住宅等の所有者
が、耐震化を行い安全で安心な住まいやまちにするために、所有者に対して
必要な情報の提供と、自らが行動することへのきっかけづくり（無料耐震診
断）や直接的な支援（補強工事補助等）を行う。

防災・減災
対策を進め
る体制づくり

県土整
備部
河川海岸管理
事業費

河川海岸管理
事業費 1,730 -420,118

・官民境界調査及び登記の整理
・水質事故対策
・家電リサイクル法に基づく不法投棄物の処理
・水害統計調査の実施

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部 河川調査費 県単公共事業 33,000 33,000

・治水対策や耐震対策を実施するため、河川法に基づき、河川整備基本方
針、河川整備計画の策定を行う。
・市町が行う避難情報の発信に資する水位情報を発信するための水防基
準水位の設定を行う。
・河川改修計画の立案等に必要な各種調査を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
河川台帳整備
事業費

河川台帳整備
事業費 4,847 -5,953 河川法上義務付けられている河川現況台帳を整備するものである。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
市町村河川事
業指導監督費

市町村河川事
業指導監督費 211 0 市町の国補河川事業に対する指導監督費

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
県単河川局部
改良費 県単公共事業 762,694 1,694

・一級河川指定区間及び二級河川について、国庫補助事業の採択基準に
満たない局部的な改良工事を行う。
・豪雨による出水を安全に流下させるため河道掘削等により河道断面の拡
大を図る。
・市町が洪水ハザードマップを作成するために必要な浸水想定区域図を作
成するなど、水防情報提供事業を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
県単河川局部
改良費 受託事業 35,000 0 他の自治体からの受託事業

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
直轄河川事業
負担金

直轄河川事業
負担金 2,194,463 463

一級河川において国が直接施工する河川改修及びダム建設事業に対す
る負担金

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
河川整備交付
金事業費 公共事業 1,687,948 6,465

一級河川及び二級河川の改修事業により、洪水被害等を軽減するため、
河道拡幅や横断構造物の改築等を行う。
南海トラフを震源とする地震の発生により、甚大な被害が懸念されるため、
耐震性能を備えた堤防の整備や河口部の水門・排水機場及びダムの耐震
化を図る。
河川管理施設の更新事業費の最小化を図るため、長寿命化計画の策定、
延命化措置及び改築を一体的に行う。
ダム本体、放流設備、貯水池等の大規模かつ緊急性の高い改良を行うこ
とにより、ダムの機能回復や向上を図る。
流域単位を原則として、包括的に水害・土砂災害対策の施設整備等及び
災害関連情報提供等のソフト対策を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
河川整備交付
金事業費 受託事業 862,000 0 他の自治体からの受託事業

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
宮川堰堤管理
費

宮川堰堤管理
費 31,265 -6,844 宮川ダムの管理を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
宮川堰堤維持
費 県単公共事業 52,103 16,040 ・宮川ダムの各種設備の維持を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
君ヶ野堰堤管理
費

君ヶ野堰堤管理
費 13,997 10,707 君ヶ野ダムの管理を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
君ヶ野堰堤維持
費 県単公共事業 115,803 20,865 君ケ野ダムの各種設備の維持を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
滝川ダム管理
費

滝川ダム管理
費 4,061 4,013 滝川ダムの管理を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
滝川ダム維持
費 県単公共事業 14,480 11,307 滝川ダムの各種設備の維持を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進



県土整
備部 ダム対策費

新丸山ダム建
設負担金 7,504 2,504

都市化の進展に伴い治水利水事業等の早急な整備拡充を図るため、新丸
山ダム建設が進められている。これら事業の円滑な実施を図るためには調
整業務が必要であり、これに要する経費である。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
治水ダム建設
事業費 公共事業 700,000 0

二級河川加茂川及び鳥羽河内川の氾濫防止と流水の正常な機能の維持
を目的として、鳥羽河内川に治水ダムの建設を促進する。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
治水ダム建設
事業費 受託事業 31,000 0

二級河川加茂川及び鳥羽河内川の氾濫防止と流水の正常な機能の維持
を目的として、鳥羽河内川に治水ダムを建設するための工事用道路の調査
設計、施工等を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
鳥羽河内ダム
関連事業費 県単公共事業 3,596 596

国補事業に付随する国補対象外の事業、及び補助事業の円滑化を図るた
めに必要な事業を実施する。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部 砂防調査費 砂防調査費 3,000 3,000

流域一環の砂防計画作成に要する調査及び翌年度国補申請に要する調
査・測量を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
砂利等採取関
係取締費

砂利等採取関
係取締事務費 1,240 -1,454

  砂利採取法、採石法に基づく業者登録、採取計画認可、資格取得試験の
実施、採取場指導監督を行う。
また、土の採取に伴う土砂の崩壊、流出等による災害防止と採取跡地の
整備を図ることにより、関係住民の安全の保持と環境保全に資する。
その他、土砂災害特別警戒区域内の特定開発行為許可を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
県単通常砂防
費 県単公共事業 120,000 0

国補事業の対象とならない小規模な施設の整備により、下流部に存在す
る人家、耕地、公共施設等を守るため砂防えん堤や渓流保全工の整備等を
実施する。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
県単急傾斜地
崩壊対策費 県単公共事業 55,000 0

国補事業の対象とならない小規模な急傾斜崩壊危険区域内の自然がけに
対し、擁壁工、排水工及び法面工等急傾斜地崩壊防止施設の整備その他
急傾斜地の崩壊を防止する工事を実施する。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
直轄砂防事業
負担金

直轄砂防事業
負担金 96,743 743

国が直轄施行する砂防事業に対する負担金
［施行区域］ 木津川上流部（三重・奈良県内） 揖斐川上流部（岐阜県内）
［事業内容］ 砂防えん堤、渓流保全工等の整備

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部

県単急傾斜地
災害緊急対策
事業費

県単公共事業 20,000 0

急傾斜地崩壊対策事業により設置された施設が被災した場合は土木施設
災害復旧で、また災害関連緊急事業の採択基準に合ったものは補助事業と
して採択されるが、小規模ながけ崩れ等の場合に緊急な救済措置がないた
め、地域住民、人家及び公共施設等に被害のあった小規模ながけ崩れ箇所
の緊急的な対策工事を行い、地域住民の安全を確保する。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
砂防整備交付
金事業費 公共事業 2,890,634 451,239

・通常砂防事業 土石流対策のための砂防えん堤や渓流保全工等の整備
を実施する。
・急傾斜地崩壊対策事業 急傾斜地崩壊危険区域内の自然がけに対し擁
壁工、排水工及び法面工等急傾斜地崩壊防止施設の整備、その他急傾斜
地の崩壊を防止する工事を実施する。
・砂防等調査事業 土砂災害警戒区域等の指定にむけた基礎調査を実施
する。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
海岸台帳整備
費

海岸台帳整備
費 1,200 -45,457

海岸法の規定による海岸保全区域台帳の整備を行うことにより、海岸管理
業務を適切に遂行する。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部 海岸調査費 海岸調査費 17,000 17,000

津波、高潮、波浪その他地盤の変動等による被害から未然に海岸を防護
し、国土の保全を図ることを目的とする。
  海岸堤防の老朽化や砂浜の侵食状況等の調査を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
県単海岸局部
改良費 県単公共事業 200,000 0

津波、高潮、波浪その他地盤の変動等による被害から未然に海岸を防護
し、国土の保全を図ることを目的とする。
  海岸保全施設の改良及び補強工事を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
井田海岸緊急
保全事業費 県単公共事業 150,000 0 侵食が激しい井田地区海岸を緊急に整備し、安全性の確保を図る。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
海岸高潮対策
（海岸）費 公共事業 1,186,400 11,400

水管理・国土保全局所管の海岸において、津波、高潮、波浪その他地盤の
変動等による被害から未然に海岸を防護し、国土の保全を図ることを目的と
する。
海岸保全施設の改良及び耐震補強、人工リーフ等の整備を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
海岸高潮対策
（海岸）費 受託事業 10,000 0 受託事業の予算計上

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部

海岸漂着物等
処理推進事業
費

公共事業 20,000 4,500

【目的】公共土木施設管理者責任の遂行
【内容】県管理の海岸施設に漂着した海洋ごみ等の回収・処理を行い、施
設の適正な保全を図る。
【効果】海岸施設の漂着ごみ等の回収・処理により、良好な景観及び環境
の保全に寄与するとともに利用者の安全性・満足度の向上が図られる。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
直轄港湾事業
負担金

直轄港湾事業
負担金 339,514 11,514 港湾局所管の海岸における国の直轄海岸事業に対する負担金。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
海岸侵食対策
（港湾）費 公共事業 291,900 2,900 侵食による被害から海岸を防護するため、堤防工、養浜工等を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
海岸高潮対策
（港湾）費 公共事業 198,100 8,700

港湾局所管の海岸において、津波、高潮、波浪その他地盤の変動等によ
る被害から未然に海岸を防護し、国土の保全を図ることを目的とする。
海岸保全施設の改良及び耐震補強等の整備を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進

県土整
備部
県単災害関連
推進事業費 県単公共事業 80,000 0

被災した施設の災害復旧及び改良復旧事業を行った箇所と一連の箇所に
ついて、再度災害防止のための改良事業を行うとともに、災害箇所に隣接す
る脆弱箇所の解消を図る工事を行う。

治山・治水・
海岸保全の
推進



県土整
備部 管理費

建設副産物情
報管理費 791 702

公共事業から発生する建設副産物（建設発生物、建設発生土）の再利用を
図るため、建設副産物の情報を一元的に管理するシステムを利用し、建設
副産物のリサイクルを推進する。
建設物等の解体・新築により発生する特定建設資材（コンクリート塊、アス
ファルト・コンクリート塊、建設発生木材）について、分別解体及び再資源化
を促進させ、建設資源循環型社会の推進を行う。
建設副産物のリサイクルを推進するにあたっては環境生活部とも連携しな
がら、各種取組を進めていきます。

廃棄物総合
対策の推進

県土整
備部

市町村下水道
事業指導監督
費

市町村下水道
事業指導監督
事務費

14,763 0

市町が実施する公共下水道、都市下水路事業の指導監督（国補事業の交
付申請等の審査、額の確定、その他補助金の交付に関する事務）に要する
経費

大気・水環
境の保全

県土整
備部
流域下水道事
業費

流域下水道事
業特別会計繰
出金

2,603,974 2,553,679
流域下水道事業特別会計への維持管理費用、建設費用、公債費用への
繰出金。 大気・水環

境の保全

県土整
備部
流域下水道事
業計画策定費

流域別下水道
整備総合計画
策定費

20,000 10,000

・下水道法第２条の２に基づき、下水道整備に関する総合的な基本計画で
ある流域別下水道整備総合計画を策定することを目的とする。
・流域別下水道整備総合計画は、河川、海域等の公共用水域の水質環境
基準を達成維持するため、当該流域における個別の下水道事業計画の上
位計画となるものである。

大気・水環
境の保全

県土整
備部
下水道事業諸
費

同和地区公共
下水道事業助
成金

30,486 30,486

遅れている同和地区の下水道整備の促進を図るために、国の財政上の特
別措置が講じられない事業に対して助成を行う必要がある。平成９年度から
平成１３年度内の実施事業に係る地方債の元利償還額に対し、市町村の負
担額が国の特別措置と同等になるように助成する。

人権が尊重
される社会
づくり

県土整
備部
住環境整備事
業費

住環境整備事
業費補助金 14,400 4,800 市町が実施する住環境整備事業に対し、補助を行う。

人権が尊重
される社会
づくり

県土整
備部
住まい安心支援
事業費

移住促進のた
めの空き家リノ
ベーション支援
事業

6,000 3,000

良好な居住環境を創出し、県外からの移住を促進するため、既存住宅活
用の観点から空き家等のリノベーションを推進していく。県外から移住を行う
者等（ＵＩターン、二地域居住等）が、県内に存在する空き家住宅・空き建築
物を、住宅（店舗併用住宅等を含む）として使用するために必要となる改修
費用等について助成を行う市町に対し支援する。（ただし、耐震性が不足し
ている場合は、耐震性を確保することを条件とする。）

移住の促進

雇用経
済部
四日市港関係
諸費

四日市港振興
事業費 1,519,645 1,519,645

四日市港の振興と物流を強化するため、四日市港管理組合による国内外
の企業に対するポートセールスや臨港道路の整備・護岸の改修、客船の誘
致・受け入れにかかる取組を支援します。

戦略的な企
業誘致の推
進と県内再
投資の促進

県土整
備部 道路調査費 道路調査費 10,788 10,788 道路事業の整備計画策定のため、測量・設計等を実施する。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
国補道路交通
調査費

国補道路交通
調査費 63,300 42,200 幹線道路網の整備計画策定のため、調査・設計等を実施する。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
高規格幹線道
路建設促進費

高規格幹線道
路等用地取得
対策費

32,230 0
高規格幹線道路の建設に伴う用地交渉等を行うことによって、事業の整備
促進を図る。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部

高速道路関連
施設整備対策
事業費

県単公共事業 140,000 14,000
高速道路に関連して新たな整備が必要な河川の整備を、高速道路の供用
に合わせ一体的に実施し、円滑な高速道路事業の整備推進を図る。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
直轄道路事業
負担金

直轄道路事業
負担金 10,917,333 11,333

三重県内で執行される国の直轄道路事業について、道路法等の規定に基
づき、その費用の一部を負担する。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
市町村道路事
業指導監督費

市町村道路事
業指導監督事
務費

5,833 0
市町が実施する国庫補助事業の補助申請から額の確定に至るまでの、国
から委任を受けた事務

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
国補道路改築
費 公共事業 3,105,250 250 県管理道路の道路及び橋梁の改築を行い、幹線道路網の整備を行う。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
県単道路改築
費 県単公共事業 440,950 22,700

道路に対する様々な地域課題に対応するため、未改良区間の改良、混雑
区間の解消を行うことにより、効率的な道路ネットワークを形成し、県民生活
の利便性向上、防災機能を備えた安全な交通を確保する。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
県単道路改築
費 受託事業 189,300 0 県管理道路の整備に伴う他団体（国、県、市町）からの受託事業

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
道路整備交付
金事業費

公共事業（社会
資本整備総合
交付金事業）

4,483,500 1,000

地域の道路ネットワークを形成する県管理道路の整備により、県民生活の
利便性等の向上、防災機能を備えた安全な交通を確保する。
また、高規格幹線道路等と一体となった県管理道路の整備により、県民の
皆さんの生活や地域の経済活動を支え、人と人、地域と地域が力強く結ば
れ、県内外との交流・連携を図る。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
道路整備交付
金事業費

公共事業（社会
資本整備総合
交付金（広域連
携）事業）

254,100 1,200

世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」を中心とした紀伊地域の活性化を支
援する県管理道路の整備を図る。
また、三重県、滋賀県における観光入込客数を増加させる広域的な観光
活性化を支援する県管理道路の整備を図る。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
道路整備交付
金事業費

公共事業（防
災・安全交付金
事業）

3,212,239 1,628

地域の道路ネットワークを形成する県管理道路の整備により、県民生活の
利便性等の向上、防災機能を備えた安全な交通を確保する。
また、大雨や地震など災害に強く、信頼性の高い県管理道路（橋梁耐震対
策も含む。）の整備により、大規模災害時の地域孤立を防ぎ、救助救援、緊
急物資輸送手段の確保、生活復興の基盤となる「命の道」の整備を図る。

道路網・港
湾整備の推
進



県土整
備部
地方道路整備
（改築）事業費 県単公共事業 1,387,950 950

道路に対する様々な地域課題に応え、未改良等区間の改良を行う。地域
の道路ネットワークを形成する県管理道路の整備により、県民生活の利便
性等の向上、防災機能を備えた安全な交通を確保する。
また、大雨や地震など災害に強く、信頼性の高い県管理道路（橋梁耐震対
策も含む。）の整備により、大規模災害時の地域孤立を防ぎ、救助救援、緊
急物資輸送手段の確保、生活復興の基盤となる「命の道」の整備を図る。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部 港湾管理費 港湾管理費 110,915 47,397

【目的及び効果】
港湾海岸施設の維持管理経費
【内容】
・各港の港湾施設の照明灯電気料金、修繕料等
・ＳＯＬＡＳ条約に伴う港湾施設内での不法行為の防止

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部 港湾調査費 港湾調査費 11,302 11,302 港湾の各種調査を行う。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
港湾統計調査
費

港湾統計調査
事務費 1,927 32

港湾の利用状況を明らかにし、港湾の開発利用及び管理に資することを目
的とする。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部 港湾審議会費 港湾審議会費 353 353 港湾審議会開催に要する経費

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
国補港湾改修
費 公共事業 285,180 3,660

重要港湾、地方港湾の水域施設、外郭施設、係留施設又は臨港交通施設
の建設改良を行う。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
県単港湾改修
費 県単公共事業 66,787 2,787

重要港湾、地方港湾の水域施設、外郭施設、係留施設又は臨港交通施設
の建設改良、施設の長寿命化対策を行う。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
港湾整備事業
費

港湾整備事業
特別会計繰出
金

88,120 88,120 港湾整備事業特別会計にかかる公債費用への繰出金
道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
公共土木施設
維持管理費 県単公共事業 8,521,307 1,273,726

【目的】
公共土木施設管理者責任の遂行
【内容】
県管理の各種公共土木施設（河川・砂防・港湾・海岸・道路）の維持管理に
係る諸費用→施設のパトロールや老朽化に伴う修繕等、施設を健全な状態
に保つための費用（義務的経費）
【効果】
供用中の各種公共土木施設を常時良好な状態に保つことにより、県民の
日常生活の安定に寄与し、満足度の維持向上が図られる。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
公共土木施設
維持管理費 受託事業 15,000 0 ・県管理の河川堤防と兼用している市道の除草業務等

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
道路台帳整備
費

道路台帳整備
費 5,520 -3,980

道路管理事務等の円滑な遂行及び地方交付税の基礎資料となるため、道
路台帳を整備する費用

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
道路施設管理
費

道路施設管理
費 102,397 80,755

・道路照明灯等の維持管理費用
・道路モニターによる情報の収集及び通行規制等に係る費用
・道路賠償責任保険等への加入費用
・ＰＣＢ廃棄物処理（平成３０年度～３２年度）

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
県単道路交通
安全対策費 県単公共事業 90,000 5,000

交通安全施設の整備を行い交通事故の防止と交通の円滑化を図る。
（一種事業） 交差点改良、歩道の設置等

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
土木施設パト
ロール費

土木施設パト
ロール事務費 23,957 23,840

・土木施設パトロール員に必要な被服等の消耗品費
・再任用職員にかかる雇用保険料事業主負担分
・公共土木施設維持管理業務嘱託員に係る報酬及び社会保険料等

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
県単災害防除
施設費 県単公共事業 340,269 21,269 切土、盛土の法面等危険箇所の整備を行う。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部

石油貯蔵施設
立地対策等交
付金事業費

公共事業 15,028 0
石油貯蔵施設に伴う周辺施設（防災道路）の舗装部分の補修を行い、被災
時における円滑な消防活動を行うための道路の整備を行う。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
道路維持交付
金事業費

公共事業（防
災・安全交付金
事業）

3,004,965 13,237

・社会資本整備重点計画を補完し交通の円滑化を図る。
・切土、盛土の法面等危険箇所の整備を行う。
・橋梁の耐震及び修繕事業を行う。
・道路管理上、補修が必要な箇所の舗装整備を行う。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部

防衛施設周辺
民生安定施設
助成事業費

公共事業 28,098 239
防衛施設に伴う周辺施設の舗装部分の補修を行い、一般車両の円滑な通
行を行うための道路の整備を行う。

道路網・港
湾整備の推
進

県土整
備部
都市計画審議
会費

都市計画審議
会費 1,932 1,932

三重県都市計画審議会開催に要する経費
・本審議会４回開催
・小委員会２回開催

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部

市町村都市計
画事業指導監
督費

市町村都市計
画事業指導監
督事務費

3,742 0 市町村都市計画事業の指導監督事務に要する経費
安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
基本都市計画
策定事業費

総合都市交通
体系調査費 22,174 14,914

総合都市交通計画を検討するため、都市計画法第６条基礎調査の一環と
して総合都市交通体系調査調査を実施する。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
都市計画策定
事業費

都市計画策定
事業費 42,943 42,943

人口減少・超高齢社会、地震・津波等大規模災害に対応したまちづくりの
形成に向け、その基本的な考え方（三重県都市計画基本方針）を踏まえ、都
市計画区域マスタープランの作成に着手するとともに、市町が取り組んでい
る立地適正化計画（平成２６年改正都市再生特別措置法）策定に対する支
援を行い、長期的な視点に立ち、安全で快適な都市づくりを計画的に目指
す。

安全で快適
な住まいま
ちづくり



県土整
備部
復興都市計画
清算事業費

都市計画土地
区画整理事業
清算基金積立
金

257 0 三重県都市計画土地区画整理事業清算基金の基本運用利子の積立
安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
土地区画整理
交付金事業費

土地区画整理
事業費 30,434 511

  土地区画整理事業において、事業地内の都市計画道路を整備することに
より、地域住民の日常生活の安全性若しくは利便性の向上、又は快適な生
活環境の確保を図る。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
県単街路事業
費 受託事業 66,000 0 街路事業の施行に伴う、電線・水道管等の設置に係る受託事業

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
県単街路事業
費 県単公共事業 1,000 500

本事業は、補助事業箇所の支援事業として、補助対象とならない取り付け
道路など本線に関連する施設の整備を行ない、補助事業の円滑な推進を図
る。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
国補街路事業
費 公共事業 151,729 663

公共施設の整備等に関し、又は地域の自然的若しくは社会的特性に即し
て、地域住民の日常生活の安全性若しくは利便性の向上又は快適な生活環
境の確保を図るため、一定の地域において一体的に行う事業。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
無電柱化推進
事業費 公共事業 194,406 1,507

電線類の地中化を図るとともに、道路の地下空間を活用して、光ファイバー
や電力線などをまとめて収容するものであり、安全で快適な通行空間の確
保、都市景観の向上、都市災害の防止などを図る。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
街路整備交付
金事業費 公共事業 844,746 2,226

公共施設の整備等に関し、又は地域の自然的若しくは社会的特性に即し
て、地域住民の日常生活の安全性若しくは利便性の向上又は快適な生活環
境の確保を図るため、一定の地域において一体的に行う事業。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部 街路調査費 県単公共事業 6,000 6,000

街路事業の立上げにあたり、測量、調査、設計を行い、計画決定変更の有
無、事業認可図書の作成及び住民への計画発表等を完了し、円滑な事業実
施を図る。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
国補公園事業
費 公共事業 16,403 803

  都市公園事業補助事業計画に基づき県営公園を整備し、県民にスポーツ
と憩いの場を提供する。
北勢中央公園の整備を行う。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
県単公園維持
管理費 県単公共事業 248,334 245,262

県営公園の開園区域を中心に、安全で快適に利用できるように維持管理
を行う。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部

都市公園等一
体整備促進事
業費

県単公共事業 94,000 0 県営公園を整備することにより、県民にスポーツや憩いの場を提供する
安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
直轄公園事業
負担金

直轄公園事業
負担金 71,936 936

国営公園木曽三川公園において、都市公園法に基づきその設置費用の一
部を負担し、愛知、岐阜、三重、三県の住民にスポーツ・レクレーションの場
を提供する。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
都市公園安全
対策事業費 公共事業 16,403 403

県営都市公園施設の長寿命化計画に基づき計画的な施設の修繕・更新を
行うことにより、県民に安全で安心して利用できる公園とすることを目的とす
る。
県営都市公園施設の修繕・更新を行う。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
美しい景観づく
り推進事業費

みえの景観づく
り推進事業費 5,098 -38,443

三重県の良好な景観を形成するため、三重県景観計画等に基づく届出制
度等を円滑に運用するとともに、市町による主体的な景観づくりを促進する
ため、市町への派遣等の支援を行う。
また、良好な景観の形成、風致の維持、公衆に対する危害の防止のため、
屋外広告物の設置について、必要な規制等を行う。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
まちづくり協働
支援事業費

まちづくり協働
支援事業費 197 197

道路整備や河川整備など、県が実施する社会資本整備において、「社会資
本整備における協働の指針」に基づき、事業の構想、計画、実施、維持管理
の各段階において、住民との情報共有、対話等協働の取組を進める。
そのため、社会資本整備における県民との協働にかかる研修を行い、職
員の育成を行う。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
建築基準法施
行費

建築基準法施
行事務費 11,439 -3,072

・建築基準法の施行に必要な経費。
・低炭素建築物新築等計画の認定及び建築物エネルギー消費性能認定等
に要する経費。
・建築確認申請書及び許可申請書の市町経由事務（窓口業務）に対する交
付金。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
建築基準法施
行費

指定道路図等
作成調査事業
費

4,710 0
建築基準法施行規則等の一部を改正する省令に基づき作成した指定道路
図等の保守管理業務を委託する。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
建築士法施行
費

建築士法施行
事務費 298 298 建築士法の適正な施行に必要な建築士審査会の運営等にかかる経費

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
宅地建物取引
業法施行費

宅地建物取引
業法施行事務
費

4,637 -17,040

１ 宅地建物取引業の免許業務
２ 宅地建物取引士の登録事務
３ 宅地建物取引業に係る苦情処理
４ 不動産関係機関連絡会議
５ 宅地建物取引にかかる注意事項の啓発

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部 開発管理費

開発管理事務
費 1,122 -20,382

都市計画法等の法令に基づく規制により、都市の計画的市街地化を図り、
また公共施設の整備された、かつ安全な宅地造成を求め、一定水準を保っ
た宅地供給によりまちづくりに寄与する。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部 開発管理費

開発許可システ
ム電算関係経
費

2,081 0

都市計画法等の法令に基づく開発許認可の情報を一括管理し、許認可等
の事務をサポートする電算システムを構築し、適正に維持管理を行うことに
より、事務の効率化・省力化を進め、開発許認可事務における県民サービス
の向上を図る。

安全で快適
な住まいま
ちづくり



県土整
備部
市町建築指導
監督費

市町建築指導
監督事務費 404 0 市町事業にかかる補助金等の交付事務に対して、市町へ指導等を行う。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
建物統計調査
費

建物統計調査
事務費 568 0 建築物の動態に関する基礎資料を国土交通省へ報告する。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
住宅金融支援
機構費

住宅金融支援
機構事務費 150 0

独立行政法人住宅金融支援機構から委託を受け、独立行政法人住宅金
融支援機構の融資を受けて建設した災害復興建築物又は被災建築物につ
いて、独立行政法人住宅金融支援機構の技術基準に基づいているか審査
を行う。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
公営住宅管理
費

公営住宅管理
事務費 596,992 -128,511

公営住宅法等の規定により、県が建設した県営住宅及び共同施設の維持
管理に必要な経費

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
市町住宅事業
指導監督費

市町住宅事業
指導監督事務
費

2,500 0
公営住宅法等に基づく施行者（市町）に対する指導監督、報告書の提出及
び実地検査

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
住まい安心支援
事業費

安心住まい支援
事業費 491 -4,855

長期優良住宅建築等計画の認定に必要な経費
木造住宅振興対策の円滑な推進を目的とした全国木造住宅振興協議会
が主催する木造住宅フォーラムを代表幹事県として開催する経費

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部

三重県居住支
援連絡会事業
費

三重県居住支
援連絡協議会
事業費

1,381 0

高齢者、障がい者、外国人、子育て世帯等、住宅の確保に特別の配慮を
要する者が民間賃貸住宅に円滑に入居できるよう、居住支援活動を行う経
費

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部
公営住宅建設
費 公共事業 271,448 55,600

・既存県営住宅の外壁改修、屋上防水工事等を行うことにより、施設の長寿
命化を図る。
・高齢者向け住戸への改修を行うことにより、安全で安心な住環境の整備を
図る。
・老朽化した県営住宅の解体工事を実施する。

安全で快適
な住まいま
ちづくり

県土整
備部 管理費

公共事業電子
調達システム事
業費

13,163 11,622 ＣＡＬＳ／ＥＣ実現のため、公共事業電子調達システムを運用管理する。 公共事業推進の支援

県土整
備部 管理費

公共工事進行
管理システム事
業費

5,699 0

CALS/EC実現のため電子調達、統合DB、GIS、財務、電子決裁などのシス
テムと連携可能な新公共工事進行管理システムを維持運用管理する。
また、新元号対応のための機能追加を行う。

公共事業推
進の支援

県土整
備部 管理費

公共事業支援
統合情報システ
ム事業費

41,743 3,319

公共事業支援統合情報システム（ＣＡＬＳ／ＥＣ）は公共事業における情報
の電子化（電子納品等）を進め、公共事業情報の電子的な一括管理を行
い、事業の効率化、簡素化及びコスト縮減を目的とする取り組みである。 公
共事業情報統合データベースは、ＣＡＬＳ／ＥＣの中核に位置するシステムで
あり、平成16～17年度に構築、平成24年度にシステム更新を行い、平成25
年度より6年間の継続運用を図る。 ＣＡＤ、電子納品支援ソフトは電子納品
の推進に不可欠なソフトウェアであり、平成25年度以降も継続保守を行う。

公共事業推
進の支援

県土整
備部 管理費

公共工事設計
積算システム事
業費

26,355 0

・公共工事設計積算システム（4期、5期）の運用管理を行う。
・農林水産省関係工事の計算方法の改定に伴うシステム改修を行う。
・設計積算システムの安定稼働をはかる。

公共事業推
進の支援

県土整
備部 管理費

設計単価等調
査費 12,940 0

公共土木工事の予定価格算出に用いる労務単価、資材単価の実勢価格
調査を実施する。 公共事業推

進の支援

県土整
備部 管理費 管理事務費 812,210 801,946

・県土整備部内の共通経費
・県土整備部業務補助職員の賃金、社会保険料等
・政策開発経費

公共事業推
進の支援

県土整
備部 管理費

公共工事総合
評価落札方式
運用費

1,485 1,314

三重県公共工事等総合評価意見聴取会は、三重県及び県内の市町等が
発注する工事並びに調査・設計等業務を総合評価方式で行おうとするとき、
地方自治法施行令第１６７条の１０の２第４項及び第５項に基づいて、学識経
験者から意見を円滑かつ効果的に聴取するための会である。この意見聴取
会の運営等を行う。

公共事業推
進の支援

県土整
備部
公共用地取得
対策費

公共用地取得
対策費 380,000 380,000 土地開発公社に対する各建設事務所の用地取得事務委託 公共事業推

進の支援

県土整
備部 登記対策費

登記対策事務
費 16,335 16,335

登記事務嘱託員の報酬
過年度に行った登記の訂正の測量登記事務
用地買収業務にかかる法的処理の相談

公共事業推
進の支援

県土整
備部 登記対策費

未登記対策推
進事業費 3,612 3,612

過年度未登記土地解消のための調査、測量登記事務、研修
過年度未登記処理業務にかかる法的処理の相談 公共事業推

進の支援

県土整
備部
公有財産管理
費

公有財産管理
事務費 2,908 -35,427

道路の新設改良、河川改修または海岸堤防の新設により発生した廃道・
廃川・廃浜敷等の普通財産の管理・処分及び国土交通省所管法定外財産
の適正な管理

公共事業推
進の支援

県土整
備部
公有財産管理
費

公有財産管理
関係事務費 86,339 86,118 目的財産の管理等にかかる管理嘱託員の人件費 公共事業推

進の支援

県土整
備部
土地収用法事
業認定費

土地収用法事
業認定事務費 502 28

市町等が公共の利益となる事業に必要な土地を、土地収用法に基づいて
用地取得をするために行う事業認定申請（知事認定）に対して、同法第２０条
に基づく事業認定を行う

公共事業推
進の支援

県土整
備部

公共事業用地
先行取得資金
貸付金

公共事業用地
先行取得資金
貸付金

3,000,000 0 土地開発公社に対する各建設事務所の用地先行取得資金の貸付 公共事業推
進の支援



県土整
備部
公共事業評価
制度事業費

公共事業評価
制度事業費 981 970

公共事業の効率性と実施過程の透明性の向上を図るため、事前・事中・事
後の各評価システムによる一体的に機能した評価サイクルとして公共事業
評価制度を構築している。
１．事前評価 公共事業評価システムを適用し、次年度当初予算編成時の
優先度を決定している。
２．事中・事後評価 「三重県公共事業評価審査委員会」を設置し、公共事業
の再評価・事後評価を行うことで効率的な事業の推進を図っている。

公共事業推
進の支援

県土整
備部
建設業人材定
着事業費

建設業人材定
着事業費 6,187 6,187

「建設人材の育成」
・研修受講に対する費用負担 公共事業推

進の支援

県土整
備部
建設業理解促
進事業費

建設業理解促
進事業費 1,000 500

「建設人材の育成」
・普通科等の高校生とその保護者、教員を対象とした出前授業、現場見学
会、インターンシップの支援

公共事業推
進の支援

県土整
備部
建設統計調査
費

建設統計調査
事務費 973 0 建設工事及び建設業の実態調査統計 公共事業推

進の支援

県土整
備部
建設業指導監
督費

建設業指導監
督事務費 58,561 -79,070

・建設業法に基づく許可、経営事項審査事務
・三重県建設工事紛争審査会にかかる事務
・その他建設業法の施行にかかる事務
・浄化槽法に基づく工事業者の登録
・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく解体工事業者
の登録
・公共工事の入札・契約の指導
・三重県建設産業活性化プラン

公共事業推
進の支援

県土整
備部 営繕費 営繕事務費 1,655 1,258

営繕工事の設計単価等の管理や、技術・知識の向上研修を行い、県有施
設の各種営繕工事を効率的・効果的に実施するとともに、各県有施設管理
者に対し的確な技術支援を行うことにより、県有施設の適正な維持管理に寄
与する。

公共事業推
進の支援

県土整
備部
検査管理事務
費

検査及び検査
員研修事務費 99,198 99,198

・契約の適正な履行を確保するための通常業務としての工事検査（地方自
治法第234条の2①）
・新任検査員の資質向上を図るための研修会への参加等
・実地検査外部委託

公共事業推
進の支援

県土整
備部
未登記処理対
策事業費

未登記処理対
策事業費 1,470 1,470

登記されていない県道用地（取得状況が判明しない道路敷地）の測量、登
記に係る事務費用。
県道敷未登記に係る不動産時効取得訴訟における弁護士費用

公共事業推
進の支援

県土整
備部 管理費 人件費 5,933,663 5,928,048 県土整備部職員の人件費 人件費

県土整
備部
宮川堰堤管理
費 人件費 68,966 25,035

・宮川ダムの維持管理
・上記にかかる県土整備部職員の人件費 人件費

県土整
備部
君ヶ野堰堤管理
費 人件費 70,503 54,710

・君ヶ野ダムの維持管理
・上記にかかる県土整備部職員の人件費 人件費

県土整
備部
滝川ダム管理
費 人件費 7,254 7,167

・滝川ダムの維持管理
・上記にかかる県土整備部職員の人件費 人件費

県土整
備部
土木施設パト
ロール費 人件費 899,620 349,620 土木施設のパトロール、軽微な維持補修に係る県土整備部職員の人件費 人件費

県土整
備部 管理費 交際費 72 72

県土整備部長がその職務を遂行するうえで、必要とする慶弔費、催事参加
のための経費 その他


